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令和７年度介護ＤＸ（被保険者証関係）先行実施事業 

公募要領 

令和７年４月１日 

厚生労働省老健局介護保険計画課 

 

第１ 事業の趣旨 

今後、2025 年より更に先の状況を見通すと、要介護認定率が高く医療・介護の複合ニーズを

有する方が多い 85歳以上人口が増加するなど、介護サービスの需要が増大・多様化することが

見込まれるほか、2040 年頃に向けては、既に減少に転じている生産年齢人口が急減に転じ、介

護を含む各分野における人材不足が更に大きな課題となることが見込まれる。このような状況

の中では、限りある資源を有効に活用しながら、質の高い効率的な介護サービス提供体制を確

保する必要があり、介護事業所（以下「事業所」という。）や市町村における ICT等を活用した

業務の効率化が喫緊の課題となっている。 

そのような中で、介護保険の被保険者証については、被保険者が介護サービスを受ける際は、

被保険者、市町村、事業所等の間で紙の介護保険被保険者証による提示、確認等が行われてい

るが、証情報の更新や紛失による再発行、年 1 回の負担割合証や負担限度額認定証等の交付、

都度の郵送等が必要となっており、市町村や事業所における業務負担が生じている。 

こうした課題に対応するため、厚生労働省では、「デジタル社会の実現に向けた重点計画（令

和５年６月９日閣議決定、令和６年６月 21 日閣議決定）、医療ＤＸの推進に関する工程表（令

和５年６月２日医療ＤＸ推進本部決定）等に基づき、マイナンバーカードの介護保険被保険者

証等利用に向けた検討を進めているところであり、今回の先行実施事業においては、当該検討

に当たってあらかじめ技術的な検証が必要となる、マイナンバーカードを活用した被保険者資

格等の確認に焦点を当て、全国展開に向けてその課題等を明らかにし、解決することを想定し

ている。 

 

 

第２ 事業の概要 

１ 公募する事業の概要 

(1) 実施主体 

先行実施事業への参加を希望する市町村 

 

(2) 対象事務 

介護サービス利用時におけるマイナンバーカードを活用した被保険者資格や負担割合等（以

下「被保険者証等情報」という。）の確認を実証する事務 

 

(3) 先行実施事業の内容 

マイナンバーカードの介護保険被保険者証等利用を見据えて、介護サービス利用時における

マイナンバーカードを活用した被保険者証等情報の確認について、厚生労働省が示す要件等に
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準じる形で、市町村、事業所等における業務フローを実証する。 

また、マイナンバーカードの介護保険被保険者証等利用の全国展開に向けて、その利点及び

課題の整理を行う観点から、厚生労働省に加え、「令和７年度 介護情報の電子的な共有の仕

組み及び介護被保険者証の電子化の実現に向けた全体工程管理支援業務」の支援事業者（以下

「工程管理業者」という。）及び「令和７年度 介護情報の電子的な共有の仕組み及び介護被

保険者証の電子化の実現に向けた実証に係る支援業務」の支援事業者（以下「実証支援業者」

という。）と緊密に連携して、以下の調査・検証を行う。 

 

＜市町村＞ 

・ 情報連携に関する業務フロー 

・ 実証に参加する事業所及び利用者からの反応（市町村事務関係） 

・ 制度見直しに対応するための方法 等 

 

＜システム運用事業者等＞ ※事業実施市町村において選定 

・ 必要となるシステム改修の内容やその費用 

・ 市町村内の他システムとの連携方法 

・ システム改修を実施するに当たっての課題やより効率的な実施方法 等 

 

＜実証支援業者＞ 

・ 介護被保険者証の電子化の実証環境である「介護保険資格確認等 Web サービス（以下

「本システム」という。）」の構築、改修、運用 

・ 事業所における介護被保険者証等情報の電子的な閲覧によるメリット・課題 

・ 本システムを適用するに当たっての導入面及び運用面における課題やコスト 

・ 実証により発見されるシステム不具合の修正及び課題整理 等 

 

＜工程管理業者＞ 

・ 介護被保険者証の電子化の実現によるシステム利用者（事業所及び被保険者）のニーズ

やユーザビリティ 

・ 介護被保険者証の電子化の実現による市町村のニーズやユーザビリティ 

・ 市町村が事業所及び利用者から得られた反応と実証支援業者及びシステム運営事業者等

が把握した課題等の総括 

・ 上記を踏まえた、全国展開に向けたより効果的・効率的な仕組みの検討 等 

 

２ 要件 

以下の要件を全て満たすこと。 

 

（基本的事項） 

・ デジタル社会の実現に向けた重点計画、医療ＤＸの推進に関する工程表等の内容について
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十分理解した上で、厚生労働省、工程管理業者及び実証支援業者との連携を密にして本事業

の実施に当たること。 

・ 事業実施市町村においてシステム運用事業者等とあらかじめ協議・調整の上、本事業に参

加する関係者、連携するシステム運用事業者等が、本事業の趣旨や内容を十分に理解し協力

を受けられることを確認した上で応募すること。 

・ ネットワークや PMH との接続方法等につき、情報システム部門と協議の上で応募すること。 

・ 市町村管内に所在する電子証明書を所有する介護事業所に対して、実証内容や支援内容

（実証端末の貸与等）について周知を行い、申請段階で実証に参加する見込みのある事業所

を確保するとともに、あらかじめ一定の説明をしておくこと（申請時点における事業所から

の確約までは不要。）。 

・ 事業実施市町村の担当職員は、事業の実施状況を把握し、オンライン会議等の手法により、

厚生労働省（工程管理業者及び実証支援業者）の求めに応じて報告すること。 

・ 厚生労働省及び厚生労働省が指定する者による現地調査を受け入れること。 

 

（対象事業に関すること） 

・ 本事業は、「第２ １ (3)先行実施事業の内容」の検証を行うことを目的とするものであり、

事業実施市町村における業務及び情報システムの運用や、データの取扱いに係る関係法令、

条例等の運用については、当該市町村が一義的に責任を有することを了承すること。特に、

PMH に登録する情報について、「マイナンバー利用事務におけるマイナンバー登録事務に係る

横断的なガイドライン」等に従い、必要な措置を講じること。 

・ また、事業実施市町村は、対象システムの改修に着手するまでに特定個人情報保護評価

（PIA）の対応を行うこと（記載例は厚生労働省から提供）。 

 

（システム改修等に関すること） 

・ 連携するシステム運用事業者等が実施するシステム改修の内容が、厚生労働省が提供する

「別紙 1 自治体ベンダー向け仕様等（案）」に従った内容となっていること。 

・ なお、PMH との連携方法は一部手動による連携、データ連携方式は当初は全件連携、日時

は差分連携とする。 

・ PMH までの経路（既存ネットワークの設定変更、VPN 等で新たに PMH と接続）、については、

選択可能としている。 

 

（契約等に関すること） 

・ 採択後、事業実施市町村において本事業に参加する事業所を確保し、合意すること。 

・ 採択後、事業実施市町村においてシステム運用事業者と直接契約を締結し、本事業で参加

を希望する対象事務に関連するシステムを改修することについて合意すること。 

・ 採択後、本事業に参加する関係者、連携するシステム運用事業者等との間で、本事業を遂

行するための役割等を定めるための協定書を締結すること。 

・ 採択後、事業実施市町村とデジタル庁において、PMH システム等における情報連携事務等
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に関する委託契約を締結すること。デジタル庁及び社会保険診療報酬支払基金は、事業実施

市町村からの委託（デジタル庁からの再委託）を受けて、PMHシステム、オンライン資格確認

システム等を運用することとなる。また、事業実施市町村は、PMHシステムの利用規約に同意

をする必要があること。 

３ 採択市町村数 

採択市町村数は、20 市町村を目安とし、厚生労働省で確保している予算の範囲内で、応募状況

と予算規模に鑑み決定することとする。なお、令和６年度介護ＤＸ（被保険者証関係）先行実施

事業に参加している自治体においては引き続き参加可能とする。 

 

 

第３ 応募手続 

１ 応募手続 

(1) 応募者 

市町村 

(2) 応募に必要な資料 

応募市町村は別添の申請書「令和７年度介護ＤＸ先行実施事業に係る応募申請書」に以下の

項目を記載した上で、概算見積書等の添付書類を提出すること。また、厚生労働省の求めに応

じて、厚生労働省が採択市町村の決定において追加提出が必要と判断した資料を提出すること。 

※ 追加提出を求める場合、その内容・期限については、対象市町村との間で個別に調整する。 

 

＜申請書の記載事項＞ 

・ 市町村名 

・ 市町村担当者名（所属・氏名）及び連絡先（電話・E メールアドレス） 

・ 対象者数 

・ 関連する市町村システムの現況 

※ システム開発事業者名、システム導入事業者名、ソフトウェア名等 

・ 概算見積書（申請書の別添として提出いただくもの）に記載の見積額 

※ 応募申請時点の見積額。申請時点で算出が難しければ、後日メールで提出。 

・ 特定個人情報保護評価（PIA）の評価方法 

・ 「マイナンバー利用事務におけるマイナンバー登録事務に係る横断的なガイドライン」

等に従った必要な措置の対応状況 

・ 「別紙２ 令和７年度介護ＤＸ先行実施事業に係る見積依頼内容確認シート」に記載の

改修内容の各項目 

 

＜添付書類＞ 

・ 概算見積書について、様式の指定はしないが、その内容として、改修対象となるシス

テム、改修項目、作業内容ごとに、PM、SEそれぞれの人件費の内訳などが示されたもの

を提出すること。積算に時間を要する場合は、提出期限までに大まかな予算規模を提出
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し、その後、速やかに内訳がわかる見積を提出すること。 

※ 概算見積書の取得に当たっては、厚生労働省が提供する「別紙１ 自治体ベンダー向け

仕様等（案）」を用いてシステム運用事業者等と調整を行うこと。 

※ 概算見積書とあわせて、「別紙２ 令和７年度介護ＤＸ先行実施事業に係る見積依頼内

容確認シート」を提出すること。同シートは、システム改修の内容について、市町村と

システム運用事業者等との間での認識に齟齬がないことを確認するために提出を求める

ものであり、市町村からシステム運用事業者等に必要事項の記入を依頼し、記入内容を

市町村において確認の上で提出を行うこと。作成に時間を要する場合には、提出期限を

超えてから提出することとしても差し支えない。 

 

(3) 応募の申請期限 

令和７年４月 18日（金）23時 59分（概算見積の詳細等を除く） 

 

(4) 提出方法 

・ 第６に記載する連絡先に電子メールにより提出すること。 

・ 送信メール件名は「【○○市（市町村名）】概算見積書（介護ＤＸ先行実施事業）」とす

ること。 

・ ファイルを含めメールの容量が 10MBを越える場合は、メールを分割し、件名に通し番号

を付して送信すること。 

・ メール送信上の事故（未達等）について、厚生労働省は一切の責任を負わないこと。 

・ メール受領後、申請者に対して厚生労働省（工程管理業者及び実証支援業者）からメー

ルにより受領確認を送信する。送信後、３開庁日を過ぎても受領確認メールが届かない場

合は、厚生労働省に電話にて照会すること。 

 

２ 採択 

(1) 選定方法 

書面審査に基づき、選定し、採択する。 

なお、(2)に記載のとおり、評価に際し、応募者に対して追加資料の提出、ヒアリングや申

請書に記載のある内容の修正等を求める場合がある。 

 

(2) 申請書記載内容の確認・修正 

選定は申請書及び添付書類等の記載に基づいて行うが、必要に応じて、追加資料の提出等を

依頼し、又はヒアリング等を実施することがある。また、必要に応じて厚生労働省と応募者と

の間で調整の上、申請書及び添付書類等記載内容について修正等を行うことがある。例えば、

団体規模やシステム構成に応じた多様なケースを想定して他の市町村とのバランスを考慮した

りする場合がある。また、当該修正等の可否は、選定に当たっての評価に影響する場合がある。 

 

(3) 提案の採択 
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厚生労働省は、採択したときは、当該事業の応募者である市町村に対して４月中～5 月上旬

を目途にその旨通知する。ただし、契約時までに、必要に応じて厚生労働省（工程管理業者及

び実証支援業者）と当該市町村との間で調整の上、２(2)の例示と同様に修正等を行うことが

ある。 

３ 契約等 

採択された事業を実施するため、以下の契約等を締結等することを予定しており、その詳細

については採択の確定後に事業実施市町村に別途連絡する。 

・ 事業実施市町村と本事業に参加する関係者、システム運用事業者等との間での協定書 

・ 事業実施市町村とシステム運用事業者等におけるシステム開発・保守運用契約 

・ 事業実施市町村と本事業参加事業者における合意書 

・ PMHシステム等における情報連携事務等に関する委託契約（デジタル庁・市町村間） 

・ PMHシステムの利用規約への同意（デジタル庁・市町村間） 

 

４ 事業実施市町村に対する国庫補助 

(1) 令和７年度先行実施事業に係る国庫補助の扱い 

事業実施市町村が、「第２ ２．要件」の要件を充足する形で本事業を実施し、「第４ 報告及

び評価」にしたがって本事業に係る報告を行う場合には、令和７年度先行実施事業に要する費

用について、次に掲げる範囲で国庫補助を行うこととする。当該国庫補助については、厚生労

働省と事業実施市町村との間で締結した協定書に定められた使途以外への使用は認められない。 

 

(2) 令和７年度先行実施事業に係る国庫補助の内容 

本事業に係るシステム改修は、予算の範囲内にて補助（補助率 10/10）することとしている

（全体の所要額が予算を超える等、他保険者の応募状況により、按分等調整を実施し満額補助

できない場合がある。）。 

委託費は、先行実施事業の遂行に直接的に必要な経費とする。本事業の経費対象として想定

する費用内訳の例は以下のとおり。なお、例にない経費でも認められる場合があるので、厚生

労働省に相談すること。なお、事業実施に必要となる事業所側の端末（ノートパソコン・タブ

レット等）は厚生労働省（実証事業業者）が確保するため、市町村で調達する必要はない。 

・ 参加する対象事務に関連する市町村の業務システムと PMH 間で、事業の遂行に必要なデー

タを連携するための市町村システムの改修にかかる費用 

※ 具体的な内容については、「別紙１ 自治体ベンダー向け仕様等（案）」を参照すること。 

・ ネットワーク設定費用は原則として保守運用契約の範囲で対応することを想定しているが、

改修が必要な場合は個別判断とする。 

・ 大規模市町村（政令市等）など個別の事情がある場合は個別判断とする。 

・ 概算見積額が、弊省が必要と認めた額（保険者規模等を考慮した額）から著しく乖離する

場合は、別途調整させていただく場合がある。 

  

(3) 対象外経費 
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以下の経費は対象外とする。 

・ 応募者、連携するシステム運用事業者等の通常の運営経費 

・ 新たにシステム構築を行う場合のシステム構築経費 

・ 先行実施事業の実施に直接的に必要となる経費以外の経費 

・ 契約期間の間に実施されない取組にかかる経費 

・ 国等により、別途、補助金、委託費等が支給されている経費 

 

(4) その他 

以下の契約等については、令和７年度先行実施事業における費用負担は生じない。 

・ 事業実施市町村と本事業に参加する関係者、システム運用事業者等との間での協定書 

・ PMHシステム等における情報連携事務等に関する委託契約（デジタル庁と締結） 

・ PMHシステムの利用規約への同意（デジタル庁と締結） 

 

 

第４ 報告及び評価 

事業実施市町村は、本事業の終了後、工程管理業者及び実証支援業者が作成する最終報告書の

作成に協力しなければならない。それぞれの最終報告書には次の内容を含むことを想定している。 

・ 事業概要・目的 

・ 事業の実施内容（調査対象や方法、期間等） 

・ 調査等の結果 

・ 分析・考察 

・ 事業成果 

・ 直面した課題とその対応策・解決方法 

・ 全国展開を行うために必要な事項 

 

それぞれの最終報告書を基に、厚生労働省において終了評価を行う。評価に際しては、追加資

料の提出等を求める場合がある。なお、最終報告書は、厚生労働省 Web ページ等で公開する場合

がある。詳細については確定後に事業実施市町村に別途連絡する。 

 

 

第５ 事業スケジュール 

委託事業の実施スケジュールについては、概ね以下のとおり想定している。ただし、諸事情によ

り変更することがあり、その場合は厚生労働省と事業実施市町村で調整を行う。 

・ 令和７年４月    ：参加市町村の公募開始 

・ 令和７年４～５月上旬  ：参加市町村の内定・正式採択 

・ 令和７年５月中   ：各種契約、協定等の締結 

・ 令和７年５～７月 ：設計・開発・テスト（各種システム） 

・ 令和７年８月～  ：PMHへの連携 
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・ 令和７年９月～   ：順次事業開始 

・ 令和８年３月    ：成果報告 

 

第６ 公募要領に関する問合せ先・応募資料提出先 

厚生労働省老健局介護保険計画課 

・担当者：渡邊、古賀 

・所在地：東京都千代田区霞が関 1-2-2 

・メール：rouken-keikaku@mhlw.go.jp 

・電話：０３－５２５３－１１１１（内線：２２６０） 


